










































納税者の権利救済（末永） ─ 65 ─







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































─ 76 ─ 熊本学園会計専門職紀要　第１巻（創刊号）
平成　　年　　月　　日
○○税務署長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（被相続人氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相続人氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
嘆　　願　　書
　被相続人○○○○の平成　　年分所得税の確定申告に際し、不動産所得の金額の
計算上、固定資産税の金額が過少に計上されていることが発見されました。
　すでに更正の請求の期限は過ぎております。事実をご確認いただいた上で職権に
より更正をしていただければまことに幸いに存じます。
　何卒、宜しくご配慮賜りますようお願い申し上げます。
記
（事情説明）
（１）大型商業施設の駐車場敷地として（株）○○○○との間で平成　　年　　
月　　日にとり交わした賃貸借契約から不動産所得の申告義務が生じました。
（２）確定申告は、毎年○○市役所の無料相談会場にて作成してもらっていました。
（３）平成　　年分所得税の確定申告における不動産所得の計算上、必要経費に計
上した固定資産税の金額は貸付物件に対するものではなく、自宅の土地に対
するものでした。
（添付資料）
（１）土地賃貸借契約書
（２）平成　　年分所得税確定申告書控え
（３）固定資産税課税明細書
（４）訂正後の確定申告書
